
         2010年度 連結決算 及び 2011年度 業績見通し（米国基準）

前年度比 前年度比

（単位：億円）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ▲ 8,295 ▲ 8,247 48 b ▲ 8,800 ▲ 553

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ▲ 49 ▲ 91 ▲ 42 ▲ 100 ▲ 9

利 息 （ 受 取 利 息 差 引 後 ） ▲ 126 ▲ 67 59 ▲ 250 ▲ 183

受 取 配 当 金 915 1,248 333 1,100 ▲ 148

有 価 証 券 損 益 2 534 532 ｄ

固 定 資 産 損 益 ▲ 158 ▲ 25 133 e 350 ▲ 651

そ の 他 の 損 益 524 492 ▲ 32 f

法 人 税 等 ▲ 1,183 ▲ 1,987 ▲ 804 ▲ 1,900 87

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 1,134 1,615 481 g 1,600 ▲ 15

非 支 配 持 分 ▲ 182 ▲ 339 ▲ 157 ▲ 300 39

（*1）基礎収益＝営業利益（貸倒引当金繰入額控除前）＋利息収支＋受取配当金＋持分法による投資損益

前年度末比 前年度末比

総 資 産 108,569 113,474 4,905 125,000 11,526

（ 流 動 資 産 ） 54,914 59,934 5,020 59,500 ▲ 434
（ 投 資 及 び 長 期 債 権 ） 33,689 33,230 ▲ 459 40,000 6,770
（ 有 形 固 定 資 産 ほ か ） 19,966 20,310 344 25,500 5,190

株 主 資 本 29,625 32,844 3,219 35,500 2,656

有利子負債 GROSS 41,547 42,576 1,029 51,000 8,424

                  NET      29,682 29,473 ▲ 209 35,000 5,527

有利子負債倍率 GROSS （1.4倍） （1.3倍） （▲ 0.1倍） （1.4倍） （0.1倍）

NET （1.0倍） （0.9倍） （▲ 0.1倍） （1.1倍） （0.2倍）

(*4) 有利子負債には、ASCトピック815「デリバティブ取引およびヘッジ」の適用による影響額を含めておりません。

営 業 活 動 に よ る CF 7,616 3,312  …

投 資 活 動 に よ る CF ▲ 1,385 ▲ 2,626  … 

フ リ ー キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 6,231 686

財 務 活 動 に よ る CF ▲ 7,553 767  … 

現 金 及 び 現 金 同 等 物
の 増 減 額

▲ 1,182 1,282

2011年度
通期見通し

2010年度
通期実績

3,356 1,560 ▲ 156
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1,301
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3,161

税 引 前 利 益

営 業 利 益

非 支 配 持 分 控 除 前
当 期 純 利 益

税 引 後 利 益

a売 上 総 利 益 11,499

売 上 高

1,333

ｃ

2011年度業績見通し 及び 配当方針セグメント情報

（*2）売上高及び営業利益については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い表示しております。
      なお、ASCサブトピック605-45「収益認識-主たる代理人の報酬」に従って収益を表示すると、2010年度通期実績は5兆2,069億円、
      2009年度通期実績は4兆5,408億円となります。

2011 年 5 月 10 日

三 菱 商 事 株 式 会 社

2010年度決算 主な増減内容（前年度比）2010年度決算の概要
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2009年度
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（リステート後）
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2009年度
通期実績

（リステート後）

（*3）連結子会社における決算期の変更の影響を反映させるため、2009年度通期実績を遡及的に調整しております。
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a.売上総利益（＋1,333）
  原料炭などの資源価格の上昇に加え、鉄鋼製品事業や自動車関連事業の
  販売が好調に推移したことにより、売上総利益は前年度比13%の増益と
  なった。

b.販売費及び一般管理費（＋48）
  年金費用の負担減や前年度の本店オフィスビル移転費用の反動などに
  より、販管費は改善した。

c.金融収支（＋392）
  資源関連の受取配当金が増加したことに加え、金利率低下の影響で利息
  負担が減少したことから、金融収支は改善した。
 
d.有価証券損益（＋532）
 ①上場株式減損        …  ▲58 [ ▲120 ←   ▲62 ]
 ②不良資産関連損失    … ＋550 [ ▲126 ←  ▲676 ]
 ③その他株式売却損益等…  ＋40 [ ＋780 ←  ＋740 ]
 
e.固定資産損益（＋133）
  子会社における前年度の固定資産減損の反動などにより、
  固定資産損益は改善した。

f.その他の損益（▲32）
  為替関連損益の悪化などにより、その他の損益は悪化した。
 
g.持分法による投資損益（＋481）
  石化事業関連会社における前年度の繰延税金負債取崩の反動があった
  ものの、海外の資源関連をはじめとする関連会社の業績が堅調に推移
  したことにより、持分法による投資損益は増加した。

運転資金負担が増加したものの、営業収入や
資源関連投資先からの配当が堅調に推移した
ことにより資金増

固定資産取得及びチリ鉄鉱石事業における増資
引受などの投資による支出により資金減

配当の支払いがあったものの、運転資金負担
の増加に伴う資金調達により資金増

② 株主資本が大幅に増加し過去最高水準の3兆2,844億円へ
   主に米ドルに対する円高の影響により包括損益は悪化したものの、利益の
   積み上がりにより内部留保が増加したことから、株主資本は、前年度末から
   3,219億円増加し、過去最高となる3兆2,844億円となった。
   また、財務の健全性指標としている有利子負債倍率（ネット）は、前年度末
   から0.1ポイント改善し、0.9倍となった。

（注意事項）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

【配当方針】

収益基盤を強固なものとしつつ、効率性・健全性も考慮しながら、持続的な
成長・企業価値の最大化を図る方針としている。このため、財務健全性を維持
しながら引続き内部留保を成長のための投資に活用していく。
中期経営計画2012の期間中は、従来の基本方針を踏襲し、連結配当性向を
20～25%の幅で運用する方針としている。利益成長により１株当たりの配当額
を増加させていくことで、株主還元の金額を拡大させていく。利益成長や
投資計画の進捗によっては、弾力的に自己株の取得も行うこととしている。
2011年度については、当期純利益が現状の見通しである4,500億円を達成した
場合には、1株当たりの年間配当は2010年度と同額の65円（連結配当性向24％）
とする予定。

 【主要指標推移】
                  2009年度   2010年度                            2011年度
 油価（USD/BBL）    69.6       84.2     ＋14.6  ( 21%の上昇 )      92.0
 為替（YEN/USD）    92.9       85.7      ▲7.2  (  8%の円高 )      80.0
 金利（%)TIBOR      0.53       0.36     ▲0.17  ( 32%の低下 ）     0.40

③ 年間配当を過去最高の65円に引き上げ
   年間配当は、従来は通期見通しの当期純利益4,000億円を達成した場合に、
   1株当たり56円の見通しとしていたが、9円増配の65円に引き上げる。
   これにより、連結配当性向は23%となる。

① 当期純利益は資源・非資源共に大幅増益
   当期純利益は4,632億円となり、前年度比で69%の増益となった。
   セグメント別には、資源・非資源の両分野共に大幅な増益となっており、
  「化学品」「生活産業」を除くセグメントで増益となった。
   また、「化学品」「生活産業」についても、一過性の特殊要因を除けば
   実質的には増益となっている。
 

【通期業績見通し セグメント別 当期純利益】
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見通し4,000億円比、632億円（16％）増益
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79％の増益 5％の減益

【主な増減内容】

 □ 新産業金融事業
   前年度の株式減損（日本航空株式など）の反動及び海外不動産売却益
   の計上やリース関連事業収益の改善により増益となったもの
 □ エネルギー事業
   油価をはじめとする市況上昇に伴う総利益・持分利益増や、前年度に
   おける日本航空子会社向け燃料デリバティブ取引に係る損失計上の反動
   などにより増益となったもの
 □ 金属
   豪州資源関連子会社（原料炭）における販売価格の上昇及びチリ鉄鉱石
   関連子会社における株式交換益関連・投資先の持分利益増加などにより
   増益となったもの
 □ 機械
   前年度の三菱自動車工業の優先株式減損の反動及びアジアを中心とした
   海外自動車関連事業の好調などにより増益となったもの
 □ 化学品
   石化事業関連会社などでの取引好調による利益増があったものの、
   前年度における石化事業関連会社の繰延税金負債取崩益の反動により
   減益となったもの
 □ 生活産業
   資材関連事業での取引利益・持分利益の増加や、食料関連会社の持分
　 利益増加などにより増益となったものの、連結納税制度導入に伴う
   税金費用の計上などにより横這いとなったもの

１株当たり年間配当額           38円         65円　（27円の増配）       65円   （据え置き）

過去3年間の当期純利益推移（資源・非資源別の内訳）
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配当見通し56円に対し、9円増配

（注） 2010年4月の組織改編に伴い、2009年度実績の数値を新組織ベースに
       リステートして表示しております。

 


